【政策ニュースレター第177号】

「中間とりまとめ」を踏まえた詳細制度設計について議論

第10回高齢者医療制度改革会議　報告

　

厚生労働省の高齢者医療制度改革会議の第10回会議が9月27日午後、同省内で開かれ、連合からは、小島茂総合政策局長が委員として参加した。

　冒頭、細川大臣は、「長い間の審議を経て、中間とりまとめを確認した。今後は、さらにその上にたってどういった仕組みとするかのご意見を頂戴する。12月に向けて、どのような制度、法律とするか、引き続きご検討いただきたい。私も皆さんのご意見を拝聴し、しっかり勉強しながら頑張りたい」と挨拶。続いて、藤村副大臣、岡本政務官がそれぞれ決意を述べた。

　

　その後、前回承認された中間取りまとめを踏まえた今後の議論の進め方が提示され、詳細制度設計について議論を行った。

　今回は、第2ラウンドの1回目として、「国保運営のあり方及び保険料等について」がテーマ。中間とりまとめでは、多くの高齢者が国保に加入する仕組みが示されたことから、市町村国保の構造的な課題や、財政運営の都道府県単位化に関する論点について議論した。特に、第1段階における都道府県単位化の対象年齢を「65歳以上」とするか、「75歳以上」とするかとの論点では、「75歳の年齢で区切るのはどうか」との意見が相次いだ。

　小島委員は、「対象年齢を75歳で区切り、支援金や納付のあり方を踏襲すると、国保に移行する高齢者は現行と何も変わらない。財政試算を検証し、総合的に勘案するべき。75歳が前提ではないと受け止めている」と申し述べた。

　一方、宮武委員は、「既に制度がある以上、白地に絵を描くのは無理。限られた財源では現行の財源構成を踏襲するしかなく、現実可能性の高いものから部分的に改善するしかない。目的は、皆保険を守ることであり、運営主体を市町村から都道府県に移行し、持続可能性を追求することだ」と主張。

　岩村座長は、「中間とりまとめは、年齢の区分ではなく、あくまでも財政調整上の区分としている。対象年齢を65歳か75歳とするかは引き続き検討していく」と述べた。

　また、「第1段階から第2段階への移行時期を明確にするべき」との意見をはじめ、保険料賦課方式の統一や保険料格差の是正、公費負担等の方向性が不透明であることなど、スケジュールと枠組みだけが先行し、環境整備に向けた本格的な仕組みの議論が進まないことへの指摘が相次いだ。

　次回会合は11月。「費用負担」について議論を行う予定。
